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近
年
、
多
く
の
観
光
地
で
来
訪
者
の
増
加
に
伴
う

地
域
課
題
へ
の
対
応
と
、
持
続
可
能
な
観
光
地
づ
く

り
の
た
め
の
安
定
的
な
財
源
確
保
が
重
要
な
テ
ー
マ

と
な
っ
て
い
ま
す
。
長
野
県
白
馬
村
で
は
、
観
光
地

経
営
の
理
念
と
政
策
体
系
を
定
め
る
条
例
と
、
そ
の

施
策
を
支
え
る
宿
泊
税
制
度
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と

に
よ
り
、
持
続
可
能
な
観
光
地
経
営
を
推
進
す
る
制

度
を
整
備
し
ま
し
た
。
本
稿
で
は
、「
白
馬
村
持
続

可
能
な
観
光
地
経
営
に
関
す
る
条
例
」
と
「
白
馬
村

宿
泊
税
条
例
」
の
制
定
背
景
、
制
度
設
計
の
特
徴
、

そ
し
て
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

１　

条
例
制
定
に
至
っ
た
背
景
と
経
緯

長
野
県
白
馬
村
は
、
北
ア
ル
プ
ス
の
雄
大
な
自
然

環
境
に
囲
ま
れ
た
山
岳
観
光
地
で
あ
り
、
世
界
水
準

の
ス
ノ
ー
リ
ゾ
ー
ト
と
し
て
国
内
外
か
ら
多
く
の
観

光
客
が
訪
れ
る
国
際
的
観
光
地
で
す
。
近
年
は
イ
ン

バ
ウ
ン
ド
需
要
の
拡
大
に
よ
り
来
訪
者
数
が
増
加

し
、
地
域
経
済
へ
の
波
及
効
果
が
期
待
さ
れ
る
一
方

で
、
交
通
混
雑
、
自
然
環
境
へ
の
負
荷
、
観
光
防
災
、

来
訪
者
マ
ナ
ー
へ
の
対
応
な
ど
、
観
光
地
特
有
の
課

題
も
顕
在
化
し
て
き
ま
し
た
。

こ
う
し
た
状
況
の
中
で
、
白
馬
村
で
は
観
光
を
地

域
の
基
幹
産
業
と
し
て
持
続
的
に
発
展
さ
せ
る
と
と

も
に
、
村
民
の
生
活
環
境
と
の
調
和
を
図
り
な
が
ら

観
光
地
経
営
を
推
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
の
認

識
の
も
と
、
制
度
の
検
討
を
進
め
て
き
ま
し
た
。

制
度
検
討
に
当
た
っ
て
は
、「
白
馬
村
観
光
地
経

先進・ユニーク条例【解説】

　長野県白馬村は、宿泊税を導入するため、
「宿泊税条例」を制定した。また、同時に「持
続可能な観光地経営に関する条例」を制定し、
宿泊税の使途を定めるとともに、使途を審議
する観光地経営会議を村の附属機関と位置づ
け、さらに観光地経営会議が策定する観光地
経営ビジョンをこの条例を根拠とした計画と
した。

営
会
議
」
や
「
白
馬
村
観
光
振
興
の
た
め
の
財
源
確

保
検
討
委
員
会
」
に
お
い
て
議
論
を
重
ね
、
宿
泊
事

業
者
を
始
め
と
す
る
観
光
関
係
者
や
村
民
か
ら
の
意

見
聴
取
を
行
い
な
が
ら
制
度
の
方
向
性
を
整
理
し
ま

し
た
。
そ
の
結
果
、
観
光
地
経
営
の
理
念
や
推
進
体

制
を
明
確
化
す
る
条
例
と
、
そ
の
施
策
を
支
え
る
安

定
的
な
財
源
制
度
を
一
体
的
に
整
備
す
る
こ
と
が
必

要
で
あ
る
と
の
結
論
に
至
り
ま
し
た
。

こ
れ
を
受
け
、
令
和
７
年
第
１
回
白
馬
村
議
会
定

例
会
に
お
い
て
、「
白
馬
村
持
続
可
能
な
観
光
地
経

営
に
関
す
る
条
例
」
及
び
「
白
馬
村
宿
泊
税
条
例
」

が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
両
条
例
は
、
観
光
地
経
営
の

基
本
的
枠
組
み
と
財
源
制
度
を
連
動
さ
せ
た
制
度
と

し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

長野県
白馬村

白
馬
村
持
続
可
能
な
観
光
地
経
営
に
関
す
る

条
例

白
馬
村
宿
泊
税
条
例

白
馬
村
役
場
税
務
課
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（
２
）
白
馬
村
宿
泊
税
条
例

白
馬
村
宿
泊
税
条
例
（
以
下
「
宿
泊
税
条

例
」
と
い
う
。）
は
、
宿
泊
行
為
に
対
す
る

課
税
を
行
う
た
め
、
税
目
、
課
税
客
体
、
課

税
標
準
、
税
率
及
び
賦
課
徴
収
の
方
法
等
に

つ
い
て
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
で
す（
図

表
１
）。
宿
泊
税
は
、
観
光
施
策
の
安
定
的

な
財
源
を
確
保
す
る
た
め
に
導
入
す
る
法
定

外
目
的
税
と
し
て
制
度
設
計
さ
れ
て
い
ま
す
。

（
３
）
両
条
例
の
関
係
性

本
制
度
の
特
徴
は
、
観
光
地
経
営
の
理
念

と
財
源
制
度
を
相
互
に
連
動
す
る
仕
組
み
と

し
て
設
計
し
て
い
る
点
に
あ
り
ま
す
。
観
光

地
経
営
条
例
は
観
光
政
策
の
理
念
や
政
策
体

系
、
推
進
体
制
を
定
め
る
基
本
条
例
と
し
て

機
能
し
、
宿
泊
税
条
例
は
そ
の
施
策
を
支
え

る
財
源
を
確
保
す
る
制
度
と
し
て
位
置
付
け

ら
れ
ま
す
。

す
な
わ
ち
、
観
光
地
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
に
基

づ
い
て
実
施
さ
れ
る
施
策
に
対
し
、
そ
の
主

要
な
財
源
と
し
て
宿
泊
税
を
充
当
す
る
構
造

と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
宿
泊
税
の
使
途

に
つ
い
て
は
観
光
地
経
営
会
議
で
審
議
す
る

仕
組
み
を
設
け
、
施
策
の
方
向
性
と
財
源
の

使
途
を
一
体
的
に
検
討
で
き
る
制
度
と
し
て

い
ま
す
。

２　

条
例
の
内
容
と
制
度
設
計

（
１
）
白
馬
村
持
続
可
能
な
観
光
地
経
営
に
関
す
る

条
例

白
馬
村
持
続
可
能
な
観
光
地
経
営
に
関
す
る
条
例

（
以
下
「
観
光
地
経
営
条
例
」
と
い
う
。）
は
、
白
馬

村
に
お
け
る
観
光
地
経
営
の
基
本
理
念
、
推
進
体
制

及
び
財
源
の
基
本
的
な
考
え
方
を
定
め
る
条
例
で
す
。

観
光
地
経
営
条
例
で
は
、「
次
世
代
に
誇
れ
る
持

続
可
能
な
世
界
水
準
の
観
光
地
の
実
現
」
を
基
本
理

念
と
し
て
掲
げ
、
①
観
光
に
よ
る
地
域
の
活
性
化
、

②
観
光
に
よ
る
地
域
の
魅
力
向
上
、
③
村
民
の
平
穏

な
生
活
と
の
調
和
、
の
３
つ
の
視
点
を
柱
と
し
て
い

ま
す
。

ま
た
、
観
光
地
経
営
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
推

進
す
る
た
め
、「
白
馬
村
観
光
地
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
」

を
策
定
し
、
こ
の
ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
き
具
体
的
な
施

策
を
実
施
す
る
仕
組
み
を
定
め
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
観
光
地
経
営
条
例
で
は
村
の
附
属
機
関

と
し
て
「
白
馬
村
観
光
地
経
営
会
議
」
を
位
置
付
け
、

観
光
地
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定
や
施
策
の
評
価
、
財

源
の
使
途
な
ど
に
つ
い
て
審
議
す
る
体
制
を
整
備
し

て
い
ま
す
。
加
え
て
、
村
、
観
光
事
業
者
、
観
光
関

連
団
体
、
村
民
及
び
来
訪
者
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
を
明

確
化
し
、
観
光
地
経
営
を
地
域
全
体
で
支
え
る
仕
組

み
と
し
て
い
る
点
も
特
徴
で
す
。

項 目 内 容
1.名称 白馬村宿泊税
2.課税方式 法定外目的税
3.課税客体 宿泊行為
4.納税義務者 白馬村内に所在する次の宿泊施設の宿泊者

• 旅館業法に規定する旅館、ホテル又は簡易宿所
• 住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る住宅

5.特別徴収義務者 宿泊施設の経営者その他徴収の便宜を有する者
6.1.特別徴収義務者報償金 期限内申告納入額の2.5％（制度開始５年間は0.5％を加算、電子申告した場合は更に0.5％を加算） 最大3.5％
6.2.特別徴収事務補助金 税の制度や活用事業、村の観光施策に関する宿泊者への説明を含めた特別徴収事務に要する経費の一部を補助することを目的に、期限内申告納入額の

2.5％に相当する額を交付
7.税率・税額（県宿泊税を含む） １人１泊の宿泊料金の区分に応じた額（令和11年６月１日から） ただし、制度開始３年間（令和８年６月１日から令和11年５月31日まで）は次の額

6,000円以上20,000円未満
20,000円以上50,000円未満

50,000円以上100,000円未満
100,000円以上

300円（県税150円、村税150円）
500円（県税150円、村税350円）
1,000円（県税150円、村税850円）
2,000円（県税150円、村税1,850円）

6,000円以上20,000円未満
20,000円以上50,000円未満

50,000円以上100,000円未満
100,000円以上

200円（県税100円、村税100円）
400円（県税100円、村税300円）
900円（県税100円、村税800円）
1,900円（県税100円、村税1,800円）

8.免税点 １人１泊6,000円未満の宿泊料金（素泊まり・税抜き）の場合は徴収しない
9.課税免除 • 学校の教育活動又は研究活動として宿泊する場合

• 保育所等の施設の主催する行事として宿泊する場合
• 地方公共団体の長又は教育委員会が認証等をするフリースクールが主催する行事として宿泊する場合
※いずれも学校・施設の長の証明が必要

10.想定税収 年2.5億円程度（ただし、制度開始３年間は2.1億円程度）
11.使途 白馬村持続可能な観光地経営に関する条例第12条に規定する宿泊税使途の基本方針に基づき、白馬村観光地経営会議で審議
12.罰則規定 特別徴収義務者の証票の掲示等に関する罪、帳簿の記載義務違反等に関する罪、納税管理人に係る不申告に関する過料
13.制度開始（課税開始）日 令和８年６月１日

図表１　白馬村宿泊税条例の概要

先進・ユニーク条例
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こ
の
制
度
設
計
は
、
近
年
議
論
さ
れ
て
い
る
「
徴

収
条
例
」
と
「
使
途
条
例
」
を
組
み
合
わ
せ
た
観
光

財
源
制
度
の
考
え
方
と
も
整
合
す
る
も
の
と
な
っ
て

い
ま
す
。
宿
泊
税
条
例
は
観
光
財
源
を
確
保
す
る
た

め
の
「
徴
収
条
例
」
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
る
一
方
、

観
光
地
経
営
条
例
は
観
光
政
策
の
方
向
性
や
財
源
の

使
途
、意
思
決
定
プ
ロ
セ
ス
を
定
め
る
「
使
途
条
例
」

と
し
て
の
役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。

観
光
地
に
お
け
る
税
制
度
は
、
単
に
新
た
な
財
源

を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
は
な
く
、

そ
の
使
途
や
意
思
決
定
の
仕
組
み
を
含
め
た
制
度
と

し
て
設
計
さ
れ
る
こ
と
で
、
地
域
の
合
意
形
成
や
政

策
の
継
続
性
を
高
め
る
こ
と
が
重
要
と
さ
れ
て
い
ま

す
。
本
村
で
は
、
観
光
地
経
営
ビ
ジ
ョ

ン
の
策
定
、
観
光
地
経
営
会
議
に
よ
る

使
途
の
審
議
、
基
金
に
よ
る
財
源
管
理

と
い
っ
た
仕
組
み
を
条
例
に
よ
り
制
度

化
し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
理
念
・
政
策
体
系
を

定
め
る
使
途
条
例
と
、
財
源
を
確
保
す

る
徴
収
条
例
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
に

よ
り
、
観
光
地
が
自
ら
の
意
思
で
観
光

政
策
を
推
進
し
て
い
く
「
自
律
的
な
観

光
地
ガ
バ
ナ
ン
ス
」
の
構
築
を
目
指
し

て
い
る
点
が
、
本
村
の
制
度
設
計
の
特

徴
で
す
（
図
表
２
）。

３　

こ
れ
ま
で
の
取
組

制
度
の
検
討
過
程
で
は
、
観
光
事
業

者
や
関
係
団
体
と
の
意
見
交
換
を
重

ね
、
制
度
内
容
や
税
の
使
途
に
つ
い
て

慎
重
な
議
論
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
ま

た
、
村
民
に
対
し
て
も
広
報
紙
等
を
通

じ
て
検
討
状
況
を
周
知
し
、
観
光
と
生

活
の
調
和
と
い
う
観
点
か
ら
制
度
の
趣

旨
に
つ
い
て
理
解
の
醸
成
を
図
っ
て
き
ま

し
た
。

令
和
７
年
度
に
は
、
地
方
税
法
に
基
づ
く
法
定
外

目
的
税
の
手
続
と
し
て
、
宿
泊
税
の
新
設
に
つ
い
て

総
務
大
臣
の
同
意
を
得
て
、
令
和
８
年
６
月
１
日
の

観光地域づくり基金

宿泊客宿泊客

宿泊施設宿泊施設

行政行政 観光地経営ビジョン観光地経営ビジョン

推進組織推進組織

行政行政

推進組織推進組織

策定
監理

答申

策定に参加／意見出し

観光地経営会議観光地経営会議

議会議会

①徴収条例

②使途条例

目標像 地域住民が誇る、オールシーズン型マウンテンリゾート・コミュニティ

▼

基
本
戦
略

基本戦略１

住民の暮らしの豊かさにも
つながる観光振興

1-1 ストレスフリーな二次交通整備と環境負荷の低い移動手段の促進

1-2 白馬村ならではの特徴的な教育の実施

1-3 巻き込み型の文化資源の活用と保全

1-4 住民向けの情報発信と住民向け優遇策の充実（インナーキャンペーンの実施）

1-5 来訪者・住民の双方を守る災害・防犯対策

基本戦略２

白馬村の魅力を損なわない
ための適切な開発

2-1 適切な開発

2-2 白馬ルール（仮）の策定と運用（事業者・住民・観光客と共に）

2-3 科学的な観光地経営の元となる統計整備とモニタリング手法開発

基本戦略３

白馬村における観光産業
の構造改革

3-1 多様な季節・エリアの魅力づくりによる閑散期対策の強化

3-2 観光産業事業者・従事者の労働環境・居住環境・教育環境の整備

3-3 ハード・ソフトの付加価値の向上（既存施設への再投資）

3-4収益性を高めるための仕組みづくりと、利便性・生産性向上を実現するためのDX
の推進

基本戦略4

世界に通用する白馬の魅力
=HAKUBAローカル

の磨き上げ

4-1 HAKUBAローカルの発信とそれらをじっくり楽しむコンテンツの開発

4-2 白馬村の自然環境を後世に引き継ぐための環境対策

4-3 多様な来訪者の受け入れ環境整備

4-4 ターゲットとの関係構築を意識した戦略的なプロモーション

4-5 観光財源の効果的な活用とガバナンス構築

4-6 ビジョンを実現するための観光推進体制の強化と観光推進組織の改革

図表２　自律的な観光地ガバナンスをデザインする「徴収条例」と「使途条例」

図表３　白馬村観光地経営ビジョンの目標像と基本戦略
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課
税
開
始
に
向
け
た
準
備
を
進
め
て
い
ま
す
。

ま
た
、
観
光
地
経
営
会
議
に
お
い
て
「
白
馬
村
観

光
地
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
策
定
に
取
り
組
み
、
公
表

し
ま
し
た
（
図
表
３
）。
本
ビ
ジ
ョ
ン
は
、
日
本
版

持
続
可
能
な
観
光
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
Ｊ
Ｓ
Ｔ
Ｓ-

Ｄ
）

に
準
拠
し
、
自
然
環
境
の
保
全
と
地
域
経
済
の
活
性

化
、
村
民
生
活
と
の
調
和
を
図
る
こ
と
を
基
本
的
な

考
え
方
と
し
て
整
理
し
た
も
の
で
す
。
同
時
に
、
宿

泊
税
の
使
途
と
な
る
主
要
施
策
を
示
し
た
も
の
で
も

あ
り
ま
す
。

４　

今
後
の
展
望

宿
泊
税
は
観
光
地
経
営
を
支
え
る
重
要
な
財
源
と

な
る
一
方
で
、
宿
泊
事
業
者
や
来
訪
者
の
理
解
を
得

な
が
ら
制
度
を
運
用
し
て
い
く
こ
と
が
不
可
欠
で

す
。
そ
の
た
め
、
税
の
使
途
や
事
業
成
果
に
つ
い
て

分
か
り
や
す
く
情
報
発
信
し
、
制
度
運
用
の
透
明
性

を
確
保
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て
い

ま
す
。

ま
た
、
観
光
地
と
し
て
の
魅
力
向
上
と
と
も
に
、

自
然
環
境
の
保
全
や
住
民
生
活
と
の
調
和
を
図
る
こ

と
も
重
要
な
課
題
で
す
。
今
後
は
観
光
地
経
営
ビ

ジ
ョ
ン
に
基
づ
き
、
行
政
、
観
光
事
業
者
、
地
域
住

民
等
が
連
携
し
な
が
ら
持
続
可
能
な
観
光
地
づ
く
り

を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

白
馬
村
で
は
、
両
条
例
を
基
盤
と
し
て
、
世
界
水

準
の
山
岳
リ
ゾ
ー
ト
と
し
て
の
価
値
を
次
世
代
へ
継

承
す
る
と
と
も
に
、
村
民
と
来
訪
者
の
双
方
に
と
っ

て
魅
力
あ
る
観
光
地
の
実
現
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

最
後
に
、
宿
泊
税
は
観
光
振
興
を
支
え
る
財
源
の

一
つ
で
は
あ
る
も
の
の
、
そ
れ
の
み
で
持
続
可
能
な

観
光
地
経
営
を
実
現
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

受
益
者
負
担
の
観
点
を
踏
ま
え
つ
つ
、
観
光
の
恩
恵

を
受
け
る
多
様
な
主
体
に
広
く
負
担
を
求
め
る
観
光

財
源
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
検
討
し
て
い

く
こ
と
が
重
要
で
す
。

具
体
的
に
は
、
宿
泊
税
の
税
額
の
在
り
方
や
定
率

制
の
導
入
の
可
能
性
、
さ
ら
に
は
宿
泊
税
で
は
充
当

が
困
難
な
費
用
に
対
応
す
る
た
め
の
負
担
金
制
度
の

検
討
な
ど
、
よ
り
多
角
的
な
観
点
か
ら
制
度
の
充
実

を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
今
後
も
、
持
続

可
能
な
観
光
地
経
営
を
支
え
る
財
源
の
在
り
方
に
つ

い
て
、
不
断
の
見
直
し
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要

で
す
。

先進・ユニーク条例


